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規範が変わっていく。しかし一方で、NPT 体制の骨格の一つである NPT 第６条に規定する核兵
器保有国の核軍縮義務の不履行（核保有国の嘘）に対して非核保有国の不信と不満が高まって
いく。 













ための MOX 燃料製造事業に乗り出す。 
ところが、六カ所村でのプルトニウム抽出事業に対してアメリカ国内から日本の核武装の警
戒感が高まっていく。この点は現在もなお、ワシントンで燻り続ける。こうした疑念は日本が
非核三原則を国策として掲げながらも、その法制化に踏み切りことなく、単なる宣言的効果し
か示そうとしない日本の曖昧な姿勢に対して抱かれてきた。しかも、自民党の一部の有力議員
を中心に、六ケ所村の再処理事業を示しながら、「日本は潜在的核保有国」だという認識を公言
するありさまである。同盟国アメリカならずとも、六ケ所村に向ける世界の疑いの目は厳しく
なろう。 
 
４、日本からの核技術情報の流出問題の浮上とローカル・ガバナンスの脆弱性 
原子力技術に軍事利用と平和利用(dual-use technology)の二面性が伴うのは、周知の事柄であ
る。日本は非核三原則の国策から軍事利用の道は今のところ取れない。ところが、アメリカは
日本が平和利用に特化した政策を強調するあまり、日本からの原子力関連技術の対外流出に対
して不信感を募らせる。日本からイラン、リビア、北朝鮮向けに関連物資や技術が移転したこ
とは周知のことであり、近年では六ヶ所村から北朝鮮向けにウラン濃縮技術が在日本朝鮮人科
学者協会（科協）メンバーによって移転されたことが明らかになっている。 
こうした実情からも見て取れるように。こと原子力技術の移転をめぐる日本のローカル・ガ
バナンス能力は弱く、ましてやナショナル・ガバナンスやローカル・ガバナンスについてさえ、
日本の脆弱性はひときわ目を引く。六ケ所村はもとより、青森県における原子力ガバナンスに
まつわる脆弱な体質を克服していくのは並大抵のことではない。 
 
 
  
